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Ⅰ．国民経済計算の基準改定

◆国民経済計算（ＪＳＮＡ）の「基準改定」とは

• 約５年おきに作成される「産業連関表」、「国勢統計」といった構造統計をベンチマーク（基準）と
して取り込み、過去の計数を再推計する作業（約５年ごとに行う）。

• 同時に、国際基準への対応や経済活動の適切な把握に向けた推計方法の改善を行う。

（参考）近年の基準改定の経緯

基準 実施年度 主な内容

1995年
（平成７年）
基準改定

2000年度

●1995年（平成７年）産業連関表等の取込み
●国際基準（1993SNA）への対応

• 勘定体系の変更（消費概念の二元化含む）
• 無形固定資産（受注ソフトウェア等）の導入

2000年
（平成12年）
基準改定

2005年度

●2000年（平成12年）産業連関表等の取込み
●国際基準（1993SNA）への対応

• パッケージソフトウェアの資本としての記録

2005年
（平成17年）
基準改定

2011年度

●2005年（平成17年）産業連関表等の取込み
●国際基準（1993SNA・一部2008SNA）への対応

• FISIMの導入
• 政府関係諸機関の分類（格付け）の見直し
• 自社開発ソフトウェアの資本としての記録
●資本ストック推計方法の改善

2011年
（平成23年）
基準改定

2016年度

●2011年（平成23年）産業連関表等の取込み
●国際基準（2008SNA）への対応

• 研究開発（R＆D）の資本化
• 防衛装備品の資本化
●建設部門産出額推計方法の改善
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Ⅱ．2015年（平成27年）基準改定について

2020年末を目途に2015年（平成27年）基準改定を実施する。

（2019年度第一次年次推計公表と同時）

１．実施時期

①構造統計の反映によるベンチマーク（基準）の変更

• 「2015年（平成27年）産業連関表」の反映（Ｐ３）

• 「2015年（平成27年）国勢統計」の反映 等

②国際基準（2008SNA）への対応

• 娯楽・文学・芸術作品の原本の総固定資本形成としての記録（Ｐ５）

• リース区分（フィナンシャルリース/オペレーティングリース）に応じた記録（Ｐ６）

③経済活動の適切な把握に向けた推計方法の改善

• 住宅宿泊事業の反映（Ｐ８）

２．2015年（平成27年）基準改定で対応予定の主な内容（※）

（※）2015年（平成27年）基準改定で対応予定の項目については、統計法第６条に基づく「作成基準」の
「変更」を必要とする内容は無い見込み。
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Ⅲ．基準改定で対応予定の内容（産業連関表）

＜国民経済計算（ＪＳＮＡ）における産業連関表の反映（支出側イメージ）＞

2011年 2015年
2011年産業連関表取引基本表（X表）

2011年基準
（現行基準）

2015年基準
（新基準）

②工業統計等の情報を用いて延長推計
（年次推計）

③基準年の変更
④新基準年推計

（新しい産業連関表での変更を反映）

⑥遡及年推計
（1994～2014年）

※2005年、2011年については接続
産業連関表をベンチマークとする

⑤延長年推計
（2016年～）

中間消費
最終
消費

総固定
資本形成

輸出

A

B

C

最終需要

生
産
物

新しい産業連関表における変更（新
規品目の追加等）がＪＳＮＡに反映

基準改定

新基準と現行基準では、「新しい産業連関表におけ
る変更」と「産業連関表とＪＳＮＡの各生産物の推計
手法の違い」によって、ＧＤＰの水準に違いが生じる

中間消費
最終
消費

総固定
資本形成

輸出

A

B

C

最終需要

生
産
物

①産業連関表との概念調整を行いベンチマークを作成
（基準年推計）

2015年産業連関表取引基本表（X表）

中間消費
最終
消費

総固定
資本形成

輸出

A

B

C

D

最終需要

生
産
物



 「Ｒ＆Ｄ資本化」、「雇用者ストックオプションの記録」、「防衛装備品の資本化」は、ＪＳＮＡでは前回基
準改定において導入済みであり、産業連関表と整合的に記録されている。

 産業連関表で新たに反映された「改装・改修（リフォーム・リニューアル工事）（7.5兆円程度）」、「分譲
住宅の販売マージンの記録（2.0兆円程度）」、「非住宅不動産売買取引の仲介手数料の記録（0.1兆
円程度）」を適切に総固定資本形成に計上。
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Ⅲ．基準改定で対応予定の内容（産業連関表）

2015年（平成27年）産業連関表における主な変更点

＜産業連関表における改装・改修（リフォーム・リニューアル工事）の取扱いの変更＞

2011年産業連関表 2015年産業連関表

建設補修の産出額は、「維持・修理」と「改装・
改修（リフォーム・リニューアル工事）」の区別
なく全て中間消費扱い

維持・修理

改装・改修
（リフォーム・リ

ニューアル工事）

「建築物リフォーム・
リニューアル調査」
（国土交通省）の結
果を用いて分割

「維持・修理」は中間消費扱い

機能・耐用年数向
上を伴う「改装・改
修」は総固定資本
形成に計上



【娯楽作品原本の資本化】

 ①映画原本、②テレビ番組原本、③音楽原本、④書籍原本、を新たに総固定資本形成としての記録
の対象とする。

 計測方法については、ＯＥＣＤハンドブックで推奨されている手法を参考に以下のとおり計測。

【著作権等サービスの計上】

 娯楽作品の原本を総固定資本形成として記録する対応に伴い、この生産資産（著作権）の使用に対
する支払いを新たに「著作権等サービス」というサービスの１つであると整理し、当該サービスの産
出額を計上する。（現行基準では、著作権を無形非生産資産として扱い、その使用料を財産所得の
受払いと位置付け） 5

Ⅲ．基準改定で対応予定の内容（娯楽原本資本化）

 国際基準（2008ＳＮＡ）では、固定資産の内訳として「知的財産生産物」を含め、その内訳として「娯
楽作品・文学・芸術作品の原本」を含めるとされている。

 現行基準ＪＳＮＡにおいては、基礎統計の制約等により対応していないが、「第Ⅲ期公的統計の整備
に関する基本的な計画」（2018年3月6日閣議決定）において、2015年（平成27年）基準改定までに対
応することとされている。

１．課題の概要

２．対応方針

①映画原本 コスト積み上げ方式

②テレビ番組原本 コスト積み上げ方式

③音楽原本 ロイヤリティ方式

④書籍原本 ロイヤリティ方式



 国際基準（2008SNA）に沿った、リース区分（ＦＬ/ＯＬ）に応じた記録を行う。

 ＦＬについては、サービスを提供する主体を全て金融機関として整理。この時、ＦＩＳＩＭ（間接的に産
出される金融仲介サービス）が発生するので、業界データ等を用いて、新たにＦＩＳＩＭ産出額を推計
して記録する。

 ＦＬにより取得した固定資産については、取得した各産業に帰属させる。

 ＯＬについては、産業連関表の物品賃貸業の産出額からＦＬによる産出額を控除した額を、物品賃
貸業（ＯＬ）の産出額（物品賃貸料）とする。物品賃貸業がＯＬのために取得した固定資産については、
物品賃貸業に計上。
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Ⅲ．基準改定で対応予定の内容（リース区分）

 国際基準（2008ＳＮＡ）では、固定資産のリース取引について、以下のとおり整理。

 「フィナンシャルリース（ＦＬ）」の対象となる資産：法的所有権は貸手であるものの、経済的所有権
が借手に移転しているため、借手の資産として記録

 「オペレーティングリース（ＯＬ）」の対象となる資産：法的所有権・経済的所有権ともに貸手であり、
貸手の資産として記録

 ＪＳＮＡにおいては、基本的には法的所有者である貸手に帰属させるよう処理しており、2008ＳＮＡに
沿ったＦＬ/ＯＬを区別した記録とはなっていない。「第Ⅲ期公的統計の整備に関する基本的な計画」
（2018年3月6日閣議決定）において、推計方法の検討を行い、今回基準改定までの結論を得ること
とされている。

１．課題の概要

２．対応方針
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Ⅲ．基準改定で対応予定の内容（リース区分）

リース利用者
（借手）

メーカー
（設備供給者）

リース会社
（貸手）

リース料支払い
（元本（※分割払い）、利息等）

設備（リース資産）
の供給・保守サービス

設備（リース資産）
代金支払い

フィナンシャルリース（ＦＬ）の記録の変更（イメージ）

リース契約

リース資産の法的所有者

リース資産の経済的所有者

リース会社の提供す
るサービスに対する
産出を新たに記録

（FISIM）

ＦＬサービスを提供する
会社を金融機関とする

（現行基準では、非金融法人）

現行基準では、設備（リー
ス資産）をリース会社（貸
手）の資産として記録新基準では、リース利用者

（借手）の資産として記録

売買契約



 住宅宿泊事業法の定義を参考に、以下のサービスを定義した上で、産出額の推計を行い、ＪＳＮＡ
において反映を行う。

 住宅宿泊事業法及び国家戦略特区法に基づき行われる住宅宿泊事業を記録の対象として、住宅宿
泊事業法の宿泊実績、訪日外国人消費動向調査等から、産出額の推計を行う。

 なお、民泊と呼ばれるものには、旅館業法上の簡易宿所と位置付けられる物件で行われるものも含
まれるが、これについては既存の統計から把握されている（ＪＳＮＡで把握済み）と整理される。また、
届出が行われていない物件で行われる民泊については基礎統計から把握困難であり記録の対象と
しない。
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Ⅲ．基準改定で対応予定の内容（住宅宿泊事業）

 住宅宿泊事業については、訪日外国人の拡大や住宅宿泊事業法の施行（2018年６月）もあり、利用
拡大が進んでいる。

 2015年（平成27年）産業連関表においても住宅宿泊事業の産出額について独立して計測を行ってお
らず、現状、ＪＳＮＡでは、明示的に計測・反映を行っていない。

１．課題の概要

２．対応方針

①住宅宿泊サービス 宿泊料を受けて住宅に人を宿泊させるサービス
（いわゆるC to Cの部分）

②住宅宿泊仲介サービス 利用者と住宅宿泊サービス提供者の仲介を行うサービス
（マッチングプラットフォーマーが行う仲介事業）
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Ⅲ．基準改定で対応予定の内容（住宅宿泊事業）

利用者 住宅提供者

マッチングプラット
フォーマー

代金支払い
（宿泊料、仲介手数料）

住宅宿泊サービス

ＨＰ掲載手数料
（中間消費扱い）

住宅宿泊事業の記録（イメージ）

仲介サービス 仲介サービス

代金支払い
（宿泊料）

利用単価
（訪日外国人消費動向調査から把握）

×
延べ宿泊者数

（住宅宿泊事業法の宿泊実績から把握）

①仲介手数料率を10％程度と想定
（マッチングプラットフォーマーの産出）

②残りが宿泊料（住宅提供者の産出）
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Ⅳ．今後のスケジュール

2020年
１～３月 統計委員会国民経済計算体系的整備部会

（産業連関表の反映方法、リース区分、住宅宿泊事業に
ついて、推計結果等を報告）

４月以降 （必要に応じ、部会に御報告）

秋頃 ２０１５年（平成27年）基準改定について、ユーザーに情
報提供を実施

12月目途 ２０１５年（平成27年）基準改定後の計数を公表
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